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地域循環型社会のイメージ

デジタル田園都市国家構想が目指す地域循環型経済を実現するために重要な協調領域
のインフラは、「統合ID・認証・決済・データ連携基盤」の４つです

「統合ID」「認証」「決済」「データ連携基盤」
の機能を兼ね備えた『デジタルID』の活用
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出所：内閣官房HP 「デジタル田園都市国家構想実現会議（第１回）」
https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/yushikisha_kondankai/pdf/r0
3-11-24-sankoushiryou.pdf

住民ニーズと行瑛・民
間サービスのマッチング

デジタルID

https://www.chisou.go.jp/sousei/meeting/yushikisha_kondankai/pdf/r0
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デジタルID・データ連携基盤とは

個人のデジタルIDと、民間・行政データを活用した「データ連携基盤」の実装により、本人性
を担保した形でサービスを便利に利用できる都市基盤が構築できます

デジタルIDデジタルID

• マイナンバーカードをトラストアンカー*として認証局にて
スマートフォン上に発行される法的根拠のあるID

• IDで様々なサービスにログインすることで、本人性を担
保した形でパーソナライズされたサービスを安心安全に
提供する

(*)電子的な認証を行う際に信頼の基点となるもの

データ連携基盤
（デジタルIDの構成要素）
データ連携基盤

（デジタルIDの構成要素）

• IDに基づいて民間や行政が保有するパーソナデータや
行政オープンデータなど、分散された多種多様なデータ
を参画事業者間で授受するための基盤

• 機能として、本人に関するデータ使用許諾（オプトイ
ン）の情報をもとにデータ提供可否を判定し、ユーザー
の意思に基づくデータ選択を実現する

本人性

法的根拠に基づき
デジタル上で本人が本人であ
ることを保証している
（身分証明書の役割）

デジタル自己主権

ユーザーが自身の意思に
基づいて主体的に提供する
データの選択ができる

真正性

IDを利用した意思表示
が確かに本人の意思であるこ

とを示す
（公正証書の役割）

デジタルID・データ連携基盤の特徴

利便性

持ち運びやすく使いやすい、
多様なプラッフォームで機能す
る汎用性と携帯性

を有する
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周辺知識

自己主権型アイデンティティを実現するための識別子とアイデンティティ情報の標準化が
進められています

HolderIssuer Verifier
VCを発行 VPを提示

Verifiable
Data Registry

DIDを登録し、
スキーマを使用

DIDを認証し、
スキーマを使用

DID及び
スキーマを認証

名称 概要
Decentralized Identifier
（DID）

分散的に管理される識別子で、
ユーザは独自に作成可能

Verifiable Credential
（VC）

アイデンティティ情報の特定の事実を
証明するためのデータ形式

Verifiable Presentation
（VP）

他者への提供・連携のために
一つ以上のVCを取りまとめたもの

概要図自己主権型アイデンティティ
（SSI：Self-Sovereign Identity）

ユーザ自身が自身のデジタルアイデンティの利用範囲と
アイデンティティ情報を管理できることを目指した概念

各ユーザを
区別する識別子

各ユーザの
アイデンティティ情報

W3C（World Wide Web Consortium）
を中心に標準化が進められている

SSIを実現するための構成要素 W3Cが提唱する検証可能なデータモデル*

*: Verifiable Credential Data Model，https://www.w3.org/TR/vc-data-model/

https://www.w3.org/TR/vc-data-model/
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ユーザ

4

参考事例

認定認証局が発行する電子証明書に基づくデジタルIDを中心に、実データを集約するので
はなく、同意状況の管理・検証を行うことが自己主権を体現しうるものと考えています

オプトイン
(アプリ)

サービス
アプリ

サービス
アプリ

ID
発行アプリ

参画事業者データ連携基盤
都市OS 

認証局

デジタルID発行/確認 証明書発行/確認

個人
オプトイン機能

トランザクション管理機能

事業者
オプトイン機能

データ連携
同意確認機能

分散型データ連携による個人主権
 ユーザのサービスデータ等は集約対象外
 連携に係るユーザの合意状況を集約・管理
 サードパーティサービスや連携基盤に依存しな
い個人に基づく連携・活用を実現

認定認証局によるデジタルID
 認定認証局による電子証明書を
デジタルIDとして活用

 ユーザの意思決定及び本人確認を
法的根拠に準拠した形で実現

事業者主権の実現
 各種連携に係る合意管理を
参画事業者向けにも拡大予定

 事業者間のデータ連携も
ユーザ及び参画事業者の意向を反映可能
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公共サービス

民間サービス

準公共サービス
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